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緊急地震速報～それは地震からあなたを守る新しい情報です～
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１．はじめに
地震による強い揺れが発生する前にそれが分かれば、例え数秒というわずかな時間でも何か出来ることがあるはずで

す。
緊急地震速報とは、震源に近い観測点で捉えた地震波を使って、直ちに震源、地震の規模、各地の震度などを推定し、

地震検知から数秒程度で情報として提供するものであり、地震の大きな揺れが始まる前の防災対応に資することを目指
すものです。緊急地震速報は、その提供が主要動（大きな揺れ）の到達に間に合わないことがあるなど、利活用にあたっ
てのさまざまな限界や課題はありますが、適切に利用されれば地震災害の大幅な軽減が期待されるものです。

２．緊急地震速報のしくみと技術
地震が発生すると震源から地震波が四方八方へ拡がり、これが地表に到達し、被害を発生させます。地球の内部を伝

わる地震波には、Ｐ波（縦波）とＳ波（横波）があり、一般に大きな揺れを生じるＳ波より、揺れの小さいＰ波の方が速
く伝わるという特徴があります。この速度の差を利用し、震源近くの観測点で P波を捉え、直ちに震源、地震の規模や
各地の震度等を推定し、これを情報として発表する。この情報を迅速に伝えることにより、震源からある程度距離が離
れたところでは、主要動が到達する前に情報を受信することができるわけです。
緊急地震速報では、一刻も早く情報を発表するため、１点で地震波を検知した段階から震源等を推定し、情報を発信

します。その後２点、３点と地震波を検出した観測点数が増える毎に、震源等の計算を繰り返し、推定精度・信頼度を
逐次向上させ、数次にわたり更新し発表するという方法をとっています。
緊急地震速報の実用化に際し、気象庁では（財）鉄道総合技術研究所との共同研究により、１点のＰ波のデータから

震源を推定する手法を開発しました。また、（独）防災科学技術研究所が開発したHi-netを利用した震源・マグニチュー
ドの推定手法も活用し、緊急地震速報の提供を行っています。

３．緊急地震速報の技術的限界
緊急地震速報には、以下のような技術的な限界があります。
�情報の提供から主要動が到達するまでの時間は長くて数十秒であり、内陸の浅い地震などでは、震央付近では情報

の提供が主要動の到達に間に合わない。
�ごく短時間の観測データを基に震源等の推定を行うため、その推定精度には限界がある。これまで提供した情報で

は、震度の推定精度は概ね±１程度であるが、大規模な地震では、地下の岩石の破壊中にも情報を発表するなどのこと
から、より大きな誤差を生じる可能性がある。
�１観測点のみのデータを使っている段階の情報では、落雷などのノイズにより、まれに誤報を発信するおそれがあ

る。また、複数の地震が連続して発生した場合には、適切に区別できず的確な情報の提供ができないことがある。

４．緊急地震速報の段階的な提供
緊急地震速報は、適切に利活用されれば地震災害の軽減が期待されるものであり、広く国民に提供されるべき情報で

す。一方で、上述のような技術的限界やその活用方法が知られていない時点において提供すると、例えば集客施設等で
緊急地震速報を聞いた人が出口に殺到するなどの混乱が発生するおそれがあります。
このため気象庁では、学識者や報道機関、関係省庁等で構成される検討会の提言を受け、混乱を生じずに、かつ、少

しでも地震被害を軽減させるという観点から、まずは、提供に伴う混乱のおそれのない列車の制御や工事現場の作業員
の安全確保等に利用する分野の利用者に対する先行的な提供を、平成 18年 8月 1日から開始しています。

５．緊急地震速報の適切な活用のために～「利用に当たっての心得」の普及～
緊急地震速報を受信した方が、短時間で適切な行動をとるためには、緊急地震速報を受信したときにどのように行動

すればよいかということ事前に決めておく必要があります。気象庁では、これを緊急地震速報の利用の「心得」と呼び、
学識者や報道機関、関係省庁等で構成される検討会の検討を経て取りまとめました。
心得の基本は「状況に応じて、あわてずに、まず身の安全を確保する。」です。あわせて、この心得を踏まえた「家庭」、

「不特定多数の者が出入りする施設」などの場面における具体的な対応行動の指針も示されています。緊急地震速報を受
信してから主要動が来る前での時間（防災行動をとれる時間）は非常に短いので、事前に「心得」を理解し、情報を聞



いたときに直ちに適切な行動をとれるように日頃から訓練を行っておくことも重要です。

６．さいごに
気象庁では、今年の 9月頃を目途に緊急地震速報の本運用（広く国民への提供）を開始する計画です。
緊急地震速報は、情報を受けてから大きな揺れが来るまでの時間はごく短時間であり、情報を使って自らの身を守る

ためには、一人ひとりが自分で考えて行動することが必要です。


